
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,772,000 1,772,000 1,772,000 5,316,000 1,772,000 1,772,000 5,316,000 1,772,000 1,772,000 1,772,000 1,772,000 7,088,000 17,720,000

1,772,000 1,772,000 1,772,000 5,316,000 1,772,000 1,772,000 5,316,000 1,772,000 1,772,000 1,772,000 1,772,000 7,088,000 17,720,000

1,772,000 1,772,000 1,772,000 5,316,000 1,772,000 1,772,000 5,316,000 1,772,000 1,772,000 1,772,000 1,772,000 7,088,000 17,720,000

1,772,000 1,772,000 1,772,000 5,316,000 1,772,000 1,772,000 5,316,000 1,772,000 1,772,000 1,772,000 1,772,000 7,088,000 17,720,000

1,772,000 1,772,000 1,772,000 5,316,000 1,772,000 1,772,000 5,316,000 1,772,000 1,772,000 1,772,000 1,772,000 7,088,000 17,720,000

1,772,000 1,772,000 1,772,000 5,316,000 1,772,000 1,772,000 5,316,000 1,772,000 1,772,000 1,772,000 1,772,000 7,088,000 17,720,000

負担金 負担金 負担金 負担金 負担金 負担金 負担金 負担金 負担金

前年度同額 前年度同額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

同額

前年度同額 前年度同額

同額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

同額

実　績　額 1,772,000

事業費予算の
内容

負担金

同額

前年度同額

計　画　額 1,772,000

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

予算計上額 1,772,000

予算計上額 1,772,000

実　績　額 1,772,000

事 業 費 合 計

実績との比較
（増減理由）

同額 同額同額同額同額 同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 1,772,000

予算計上額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

実施４カ年
合　　　計(26年度)

政策調整課企画調整係

目的
(何のために実施する
のか）

中空知圏域の一体的かつ総合的な振興整備及び共通する事務を共同実施するため、中空知５市５町で構成する一部事務
組合に参加する。

中空知広域市町村圏組合の運営費の一部を負担する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

中空知５市５町とその住民。
※５市５町とは、芦別市、赤平市、滝川市、砂川市、歌志内市、奈井江町、上砂川町、浦臼町、新十津川町、雨竜町。

ふるさと市町村圏基金を活用したソフト事業の実施や、事務事業の共同処理を行うことで、広域的な観光振興事業や地
場産業振興事業、教育文化振興事業、コミュニティ推進事業の推進が図られる。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 広域行政推進事業 昭和　42　年度　～　　―　年度

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

近隣市町村が共通する課題に対し効率的な事業の推進を図るため、昭和42年、組合の前進となる中空知の市町長で構成する「中空知行政懇談会」が発足した。
その後、昭和44年に各市町議会の議長を加えた「中空知市町振興協議会」が新たに発足され、広域的な見地から共通する課題に取り組んできたが、平成２年に協議会を解散し、昭和45年に設立された「中空知広域市町村圏組合」が複合事務組
合となり、その機能を引き継ぎ現在に至っている。

事業性質区分 新規・継続 6－6－1



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 1,772 1,772 1,772 1,772 1,772 1,772 1,772 1,772 1,772

実績値 1,772 1,772 1,772 1,772 1,772 1,772 1,772 1,772 1,772

計画値 5 5 5 5 5 5 5 5 5

実績値 5 5 5 5 5 5 5 5 5

達成されている 達成されている 達成されている

少し上がっている 少し上がっている 少し上がっている

少し上がっている 少し上がっている 少し上がっている

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
負担金額は前年
同額で推移して
いる。
共同処理事務の
中で行っている
事業の一つで広
域施策研究事業
では、旅券の発
給申請受理・交
付事務について
調査研究され、
事務委託がス
タートするなど
順調に取り組み
を進めている。

自己分析：
ふるさと市町村
圏基金を活用し
た中空知観光物
産事業としての
「さっぽろオー
タムフェスト」
への参加や広域
圏観光ＰＲ事業
など各種事業が
計画どおり実施
され、広域的な
事業展開が図ら
れている。

自己分析：
各種事業や共同
処理事務は順調
に実施され、広
域的な事業展開
が図られてい
る。

判断理由：
広域連携事業の
中空知地域広域
連携研究会にお
いて調査・研究
された中空知５
市５町による戸
籍事務の共同運
用について合意
されるなど広域
的連携事務が推
進されているこ
とから「良好で
ある」と判断す
る。

自己分析：
各種事業や共同
処理事務は順調
に実施され、広
域的な事業展開
が図られてい
る。

自己分析：
各種事業や共同
処理事務は順調
に実施され、広
域的な事業展開
が図られてい
る。

なお、今年度に
おいては、中空
知ふるさと市町
村圏基金の運用
先から総額６億
円が償還となっ
たことに伴い、
出資金の一部を
処分することと
なり、本市分と
して55,588千円
が償還された。

判断理由：
中空知ふるさと
市町村圏基金の
運用益が広域的
に有効活用さ
れ、中空知観光
物産事業や単独
市町では困難な
事業の実施がで
きており、順調
に取り組みが進
められているこ
とから「良好で
ある」と判断す
る。

自己分析：
各種事業や共同
処理事務は順調
に実施され、広
域的な事業展開
が図られてい
る。
また、平成30年
度で現行の第３
次中空知ふるさ
と市町村計画の
計画期間が満了
するため、次期
計画である第４
次計画の策定を
進めていく。

自己分析：
各種事業や共同
処理事務は順調
に実施され、広
域的な事業展開
が図られてい
る。
また、第４次中
空知ふるさと市
町村圏計画を策
定したことか
ら、本計画に基
づき、継続して
広域連携を進め
ていく。

自己分析：
各種事業や共同
処理事務は順調
に実施され、広
域的な事業展開
が図られてい
る。
今後も第４次中
空知ふるさと市
町村圏計画に基
づき、継続して
広域連携を進め
ていく。

自己分析：
各種事業や共同
処理事務は順調
に実施され、広
域的な事業展開
が図られてい
る。
今後も第４次中
空知ふるさと市
町村圏計画に基
づき、継続して
広域連携を進め
ていく。

判断理由：
中空知ふるさと
市町村圏基金の
運用益が広域的
に有効活用され
ている他、各種
事業や共同処理
事務が継続して
実施されている
ことから、「良
好である」と判
断する。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
共同処理事務として実施している交通災害共済事業など単独市町で
は困難な事業の実施、また、今後においても人口の減少などにより
広域連携による事務事業の必要性が高まると想定されることから
「現状のまま継続」すると判断する。

H28：
人口減少が続く中、広域連携の必要性は高まっており、共同処理事
務として実施している交通災害共済事業など、単独市町では困難な
事業が実施されている。また、本圏域には多くの観光財産や優れた
自然が存在し、主要な道路網が縦貫していることからも、これらを
活用した広域的観光の推進から地域経済の活性化の取り組みも進め
られていることから「現状のまま継続」と判断する。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

H30：
第４次中空知ふるさと市町村圏計画を策定し、今後も継続して広域連携を進めていくことが確認されて
おり、５市５町のスケールメリットを活かした産業・観光振興事業を始めとする５事業及び交通災害共
済事業及び交通遺児奨学事業を今後も継続して実施することで、圏域全体の活性化を図っていくことか
ら、「現状のまま継続」と判断する。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
各種事業や共同
処理事務は順調
に実施され、広
域的な事業展開
が図られてい
る。

5

5

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

1,772

1,772

成果指標１
（単位/件　）

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：共同処理する事務数 指標の求め方：広域圏組合の中で広域的に処理する事務数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：負担金額 指標の求め方：各構成市町の事業費負担金における砂川市の負担額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 43,000 43,000 331,000 834,000 145,000 145,000 145,000 1,269,000 1,600,000

0 156,000 145,000 546,000 834,000 188,000 188,000 188,000 1,398,000 1,944,000

0 87,975 53,942 292,152 391,837 96,332 83,422 56,966 628,557 920,709

0 0 0 0 43,000 43,000 331,000 834,000 145,000 145,000 145,000 1,269,000 1,600,000

0 0 0 0 156,000 145,000 546,000 834,000 188,000 188,000 188,000 1,398,000 1,944,000

0 0 0 0 87,975 53,942 292,152 391,837 96,332 83,422 56,966 628,557 920,709
定住自立圏構想推進
会議負担金134千円
中空知就業・移住支
援事業負担金700千
円

定住自立圏構想推進
会議負担金138千円
中空知就業・移住支
援事業負担金50千円

定住自立圏構想推進
会議負担金138千円
中空知就業・移住支
援事業負担金50千円

定住自立圏構想推進
会議負担金138千円
中空知就業・移住支
援事業負担金50千円

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 定住自立圏推進事業 平成　26　年度　～　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 6-6-1 政策調整課企画調整係

目的
(何のために実施する
のか）

人口減少が続く中空知圏域において、都市圏への人口流出を止めるため、圏域の市町村が連携協力して、お互いに役割
分担し、各市町村が必要な生活機能の確保や魅力を創出すると共に、医療、福祉、公共交通、公共施設の相互利用な
ど、住民の利便性を高めることで人口流出に歯止めをかけ、圏域全体の定住促進、活性化につなげる。

滝川市、砂川市が中心市として、中心市宣言を行い中心市と連携する市町が自らの意思により、各議会の議決を得て協定を締結し、中心市
は、生活機能確保の役割を担う民間や地域の関係者、地域住民の代表者、学識経験者で構成する「共生ビジョン懇談会」を組織し、その懇談
会での検討を経て、協定締結した連携市町との協議を行い、圏域の将来像や、具体的な連携内容を決める「定住自立圏共生ビジョン」を策定
する。その共生ビジョンに基づき中心市と連携市町が役割分担したうえで、具体的な連携事業を実施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

中空知５市５町とその住民
　※５市５町：滝川市、砂川市、芦別市、赤平市、歌志内市、奈井江町、上砂川町、浦臼町、新十津川町、雨竜町

中心市と構成市町が相互に役割分担し連携協力することにより、地域住民の必要な生活機能が確保され、中空知圏域の
人口定住の促進につながる。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

人口の減少が続く中空知圏域において、圏域の活性化を通じて人口の定住を図るという観点から、中空知広域市町村圏組合において調査・研究、及び企画調整会議・副市町長会議において検討を進め、H26.1月に滝川市・砂川市が中心市宣言
を行った。その後、定住自立圏構想推進会議を設置し平成26年度中の定住自立圏共生ビジョン策定に向け本格的検討に入った。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 245,000

予算計上額 245,000

実　績　額 150,235

事 業 費 合 計 計　画　額 245,000

予算計上額 245,000

H26新規

実　績　額 150,235

事業費予算の
内容

定住自立圏構想
推進会議負担金

ビジョン懇談会
の開催回数減に
よる報償費等の
減

新規事業の立ち
上げに伴う負担
金の増

事業規模・内容
の変更による負
担金の減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

ビジョン懇談会
の開催回数の減

ビジョン懇談会
の開催回数の減

調印式に要する
経費の減

新規事業に係る
事業費等の減

新規事業に係る
事業費等の減

ビジョン懇談会
等運営経費減に
よる推進会議負
担金の減

ビジョン懇談会
を書面開催とし
たことによる報
償費等の減

ビジョン懇談会
の開催回数減に
よる報償費等の
減

定住自立圏構想
推進会議負担金

定住自立圏構想
推進会議負担金



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 24 25 25 26 26 27

実績値 24 25 25 25 25 25

計画値 24 25 25 26 26 27

実績値 24 25 25 25 25 25

達成されている 達成されている

少し上がっている 少し上がっている

少し上がっている 少し上がっている

総合評価 良好である 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
前年度に策定し
た共生ビジョン
については、取
り組み経過や共
生ビジョン懇談
会委員の意見を
踏まえ、平成27
年11月に見直し
（改訂）を行っ
た。当市が行う
連携事業につい
ては順調に実施
されている。

自己分析：
定住自立圏形成
連携協定の変更
に伴い、連携事
業を追加し、国
の定住自立圏推
進要綱の改正に
伴う成果指標を
設定したうえで
共生ビジョン懇
談会委員の意見
を踏まえ、平成
29年2月に共生
ビジョンの変更
を行った。全体
的には当市が行
う連携事業は順
調に実施できて
いる。

判断理由：
共生ビジョンに
基づき、中心市
と圏域の市町が
連携し、事業の
実施から必要な
生活機能の確保
等が図られてい
ることから「良
好である」と判
断する。

自己分析：
当市が行う連携
事業については
順調に実施され
ている。また、
今回は「しごと
の魅力発信と総
合的な就業・移
住支援」事業と
して移住検討者
へのＰＲ事業や
婚活事業等を実
施した。共生ビ
ジョンについて
は、平成30年度
までの期間であ
るため、次期共
生ビジョンの策
定についての検
討・協議を進め
ている。

自己分析：
当市が行う連携
事業については
順調に実施され
ている。また、
「しごとの魅力
発信と総合的な
就業・移住支
援」事業として
合同企業説明会
を実施した。共
生ビジョンにつ
いて共生ビジョ
ン懇談会の意見
を踏まえ、第２
期共生ビジョン
を策定した。

自己分析：
当市が行う連携事
業については順調
に実施されてお
り、10月には共生
ビジョン懇談会が
開催され、KPIの
進捗状況の検証、
共生ビジョンの変
更を協議し、11月
に共生ビジョン改
訂版を発行した。
また、「しごとの
魅力発信と総合的
な就業・移住支
援」事業として実
施している合同企
業説明会は、地元
学生や企業から評
判の良い事業と
なっている。

自己分析：
連携事業について
は順調に実施され
ており、１月には
共生ビジョン懇談
会(書面)が開催さ
れ、２月に共生ビ
ジョン改訂版を発
行した。また、
「しごとの魅力発
信と総合的な就
業・移住支援」事
業として実施して
いる合同企業説明
会は、地元学生や
企業から評判がよ
く望まれている事
業であることか
ら、今後も継続す
る必要がある。

判断理由：
連携事業につい
ては、活動指
標、成果指標い
ずれも達成され
ており、また、
第２期中空知定
住自立圏共生ビ
ジョンを策定
し、継続して連
携した取り組み
を進めていくこ
とから「良好で
ある」と判断す
る。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：連携事業数 指標の求め方：砂川市と連携市町が共生ビジョンに基づき取り組む連携事業数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：実施した連携事業数 指標の求め方：共生ビジョンに基づき実施した連携事業数

成果指標１
（単位/件　）

24

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

24

24

24

H30：
人口減少に伴い、広域による市町連携の取り組みの必要性はより高まっており、圏域として中心市と構
成市町が相互に役割分担し連携協力を行う定住自立圏の役割は重要であることから、「現状のまま継
続」と判断する。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
当市が行う連携
事業については
順調に実施され
ている。
なお、中空知定
住自立圏構想推
進会議専門部会
においても、Ｈ
26年度に実施し
た連携事業の進
捗状況、ビジョ
ン懇談会で出さ
れた意見、重点
項目等について
協議することと
している。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：
中心市としての機能を提供し、圏域として生活に必要な諸機能を総
体的に確保しながら、利便性の向上から魅力あふれる地域を形成す
ることが必要であり、また今後も人口減少が見込まれ、定住や移住
の取り組みの必要性が高まることが想定されることから「現状のま
ま継続」と判断する。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

－　－ －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 500,000 145,000 145,000 145,000 935,000 935,000

0 0 502,000 502,000 502,000 202,000 1,708,000 1,708,000

0 0 503,000 503,000 500,000 200,000 1,706,000 1,706,000

0 0 0 0 0 0 0 500,000 145,000 145,000 145,000 935,000 935,000

0 0 0 0 0 0 0 502,000 502,000 502,000 202,000 1,708,000 1,708,000

0 0 0 0 0 0 0 503,000 503,000 500,000 200,000 1,706,000 1,706,000

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 北海道空知地域創生協議会事業 平成　28　年度　～　　－　年度

事業性質区分 新規・継続 6－6－1 政策調整課企画調整係

目的
(何のために実施する
のか）

人口減少が著しい空知地域の地域創生の活性化を促すため、北海道空知総合振興局と管内市町が連携して様々な課題解決に向けた
取組を進める。

平成２８年度に設立した空知管内２４市町で構成する北海道空知地域創生協議会をとおして、広域的に取組むべき地方創生に関す
る諸課題に対応した取組を展開する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

北海道空知総合振興局、空知管内２４市町、その住民
　※２４市町：岩見沢市、夕張市、美唄市、芦別市、赤平市、三笠市、滝川市、砂川市、歌志内市、深川市、南幌町、
奈井江町、上砂川町、由仁町、長沼町、栗山町、月形町、浦臼町、新十津川町、妹背牛町、秩父別町、雨竜町、北竜
町、沼田町

構成市町と連携協力することによる相乗効果により、本市の地域創生が活性化する。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成26年11月、「まち・ひと・しごと創生法」が成立し、国全体として「地方創生」の取り組みを進めることとなった。空知管内においても、人口減少や高齢化の進行が顕著であり、大きな課題となっていたことから、平成28年５月に空知総
合振興局及び管内24市町により北海道空知地域創生協議会を設立し、空知の総合的な魅力発信をはじめとする空知地域の活性化に向けた取り組みを行うこととなった。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

負担金：500千
円
旅費：2千円

負担金：500千
円
旅費：2千円

負担金：500千
円
旅費：2千円

負担金：200千
円
旅費：2千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度より減額

実績との比較
（増減理由）

札幌でのフェア
が2日間開催に
よる旅費の増

札幌でのフェア
が2日間開催に
よる旅費の増

札幌でのフェア
不参加による旅
費の減

イベントがオン
ライン開催と
なったことによ
る旅費の減



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 3 3 3 3

実績値 3 3 3 3

計画値 3 3 3 3

実績値 3 3 3 3

達成されている

少し上がっている

あまり上がってい
ない

総合評価 問題がある

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
各事業の中で、
市の予算の範囲
内で実施できる
事業を選択・実
施することによ
り、市単独で実
施するより効果
的なＰＲ活動が
できた。

自己分析：
各事業の中で、
市の予算の範囲
内で実施できる
事業を選択・実
施することによ
り、市単独で実
施するより効果
的なＰＲ活動が
できた。今後の
取り組みについ
ても、協議会の
今後の動向も注
視しながら、引
き続き同様の考
え方で参加して
いく。

自己分析：
各事業の中で、
市の予算の範囲
内で実施できる
事業を選択・実
施することによ
り、市単独で実
施するより効果
的なＰＲ活動が
できた。今後の
取り組みについ
ても、協議会の
今後の動向も注
視しながら、引
き続き同様の考
え方で参加して
いく。

自己分析：
協議会で実施す
る各事業へ参加
することで、市
単独で実施する
より効率的かつ
効果的なＰＲ活
動ができた。今
後も、協議会の
動向を注視しな
がら、市の予算
の範囲内で実施
できる事業を選
択し、参加して
いく。

判断理由：
活動指標、成果
指標について
は、いずれも目
標値を達成して
おり、砂川市の
取り組みとして
は成果がある一
方、協議会の取
り組みについて
は、空知地域の
ＰＲにとどまっ
ており、本来の
目的である人口
減少問題の対策
にまで至ってい
ない等の課題が
ある。

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：北海道空知創生協議会実施事業数 指標の求め方：北海道空知創生協議会が取り組む事業数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：北海道空知創生協議会実施事業参加事業数 指標の求め方：北海道空知創生協議会が取り組む事業への砂川市の参加事業数

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
(単位/事業)

成果指標１
(単位/事業)

H30：
北海道の「地域創生」の取り組みの１つとして、平成28年度より空知総合振興局及び空知管内24市町で
連携して開始した事業であり、空知のＰＲ等知名度向上の取り組みを行ってきたが、事業内容は物産展
の出展、スタンプラリー、バスツアー、ガイドブックの作成等であり、協議会の目的である人口減少問
題の対策に資する取り組みまでには至っていない。協議会の内部でも今後のあり方についての協議が行
われており、その動向や道の地域創生の動きにも注視しながら、引き続き連携して取り組みを進めてい
く必要があることから「現状のまま継続」とする。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

－　－ －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 砂川版生涯活躍のまち（CCRC）構想の検討 平成　27　年度　～　　－　年度

事業性質区分 新規・継続 6－6－1 政策調整課企画調整係

目的
(何のために実施する
のか）

東京圏をはじめ大都市の高齢者の移住を支援することで、減少が続く生産年齢人口に代わる労働力、生産年齢人口における雇用の
確保を図ることで、人口の増加を目指す。

・高齢者住居環境整備事業
・高齢者おためし暮らし事業
・スローライフPR事業
・生涯学習意欲向上事業
・医療福祉の充実化事業

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

東京圏をはじめとした大都市の高齢者。
CCRCの事業を推進することで、移住してきた高齢者のみならず、市内の高齢者等が健康で生きがいのある生活を送るこ
とができる。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成28年１月に策定した「砂川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、広域連携による経済・生活圏の形成施策の一つとして、近隣市町と連携し、本事業の検討を行うこととしている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 2 2 3 3

実績値 2 0 0 0

計画値 0 0 3 3

実績値 0 0 0 0

達成されていない

上がっていない

上がっていない

総合評価 問題がある

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
近隣市との情報
交換は引き続き
行っているが、
広域的な連携に
まで展開できる
状況には至って
いない。今後も
継続して近隣市
との情報交換等
の取り組みを行
う。

自己分析：
当市では情報収
集の段階であ
り、具体的な事
業に至っていな
い。また、想定
していた近隣市
町が独自で事業
を進めていると
ころもあり、今
後連携しての取
り組みは困難で
あると考えられ
る。

自己分析：
当市では情報収
集の段階であ
り、具体的な事
業に至っていな
い。また、想定
していた近隣市
町が平成30年度
より独自で事業
を進めていると
ころもあり、今
後連携しての取
り組みは困難で
あると考えられ
る。

自己分析：
当市では情報収
集の段階であ
り、具体的な事
業に至っていな
い。また、当初
連携先として想
定していた近隣
市町が平成30年
度より独自で事
業を進めている
ことから、今後
連携して取り組
みを進めるのは
困難と考えられ
る。

判断理由：
当初は、近隣市
町と連携した
CCRC構想の推進
を検討していた
が、その後は情
報交換の段階に
とどまっており
活動指標である
具体的な打ち合
わせを実施して
いないこと、ま
た、成果指標で
ある構想の検討
段階の連携に
至っていないこ
とから、「問題
がある」と評価
した。

今後の方向性 廃止

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：打ち合わせ参加自治体数 指標の求め方：連携を想定した自治体間の打ち合わせへの参加自治体数。

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：連携自治体数 指標の求め方：CCRC構想の検討について連携をしている自治体数。

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
(単位/事業)

成果指標１
(単位/事業)

H30：
砂川市単独でのCCRCの推進は困難であることから、広域連携による推進を検討していたが、想定してい
た近隣市町が独自で事業を進めているところもあり、今後連携しての取り組みは困難であると考えられ
ること、また、移住定住の取り組みについては、別途移住定住促進事業を実施しており、６組12名の移
住につながる成果があることから「廃止」とする。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)


